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今後、制度設計の大枠の整理に向けた議論を進め、法制面や発行の可能性を検討する過程で改めて検討さ
れるものではあるが、現時点で考えられる我が国におけるCBDCの目的・意義としては、たとえば以下の①～④が考
えられる。

① 支払い手段に関するユニバーサルアクセスの維持
我が国では現金の使用率が高く、民間の提供するキャッシュレス決済手段も広く普及している。当面、こうした状

況が大きく変わる可能性は高くないと考えられるほか、政府・日本銀行は、現金に対する需要がある限り、責任を
持って、その供給を継続していく方針を示している。こうしたもとで、仮に将来的に現金が使われにくくなる事態が生
じ、一方で民間マネーが現金の持つ機能を十分に代替できない場合には、現金や民間マネーと並ぶ決済手段とし
て、いつでもどこでも安心して利用できるCBDCを導入することは、有力な選択肢の一つとなる。

② デジタル社会にふさわしい決済システムの構築
CBDCは、新たなサービス提供やイノベーション促進の基盤として機能するほか、補完的に支払い手段を提供す

ることで決済にかかる健全な競争環境を維持することに貢献しうる。加えて、行政等の事務効率化やDX推進、社
会全体の決済にかかるコストの削減などの効果も期待される。

③ 決済の自律性とレジリエンスの堅持
我が国においては、現金や国内事業者が提供する民間キャッシュレス決済手段のプレゼンスが高く、決済の自律

性などに関する懸念に現時点で直面していない。もっとも、決済システムが高度化する中でこれが変化する可能性
があり、CBDC導入を通じて「円」の安定性・利便性を不断に高めていくことが、将来にわたる決済の自律性やレジ
リエンスの堅持につながると考えられる。

④ 民間マネーの相互運用性向上と信頼のアンカー機能の発揮
CBDCが民間デジタルマネーの橋渡し役を果たすことで、相互運用性や交換容易性を高める可能性がある。将

来的に多様な民間マネーが生まれ得るなかでも、これらが中銀マネーと日常的に交換されることでCBDCが信頼の
アンカーとして機能し、「マネーの一様性」をより盤石にするのではないか。

我が国における一般利用型CBDCの目的・意義の例（進捗報告抜粋）

1
出典：「CBDCに関する関係府省庁・日本銀行連絡会議 進捗報告」より抜粋
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➢ CBDCは、中央銀行が発行するデジタル通貨として検討されていることから、現金（硬貨・紙幣）に
近い特性を備えると同時に、デジタル形態で発行されることで有する特性を併せ持つと考えられる。

➢ こうした性質があることにより、仮にCBDCが導入された場合には、現金や他の決済手段等とは異
なった役割・機能を果たし、併存していくことが想定される。

想定しているCBDCの基本的な性質

（注）これまでの議論を参照して、現時点で考えられるCBDCの主な性質を列挙したものであり、今後のCBDCのあり方を予断するものではない。

現金との共通点 デジタル形式としての特性

引き渡した時点で即時に決済が
可能

どこでも、誰でも支払い手段として
利用できる

信用リスクなく、安全に利用できる CBDCを基盤とした民間事業者による
追加サービスの提供が検討されている

個人情報の管理、セキュリティの確保に
万全を期すことが求められる

ユニバーサル
アクセス

セキュリティ

相互運用性

即時決済性

信頼性 追加サービス

事業者間のサービスの橋渡しの役割を
果たす可能性がある
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我が国では現金の使用率が高く、民間の提供するキャッシュレス決済手段も広く普及している。当面、
こうした状況が大きく変わる可能性は高くないと考えられるほか、政府・日本銀行は、現金に対する需要
がある限り、責任を持って、その供給を継続していく方針を示している。

こうしたもとで、仮に将来的に現金が使われにくくなる事態が生じ、一方で民間マネーが現金の持つ機
能を十分に代替できない場合には、現金や民間マネーと並ぶ決済手段として、いつでもどこでも安心し
て利用できるCBDCを導入することは、有力な選択肢の一つとなる。

Ⅰ．支払い手段に関するユニバーサルアクセスの維持

リテール決済機能の維持のための施策（海外の事例）

【CBDCに関する関係府省庁・日本銀行連絡会議 進捗報告（以下、進捗報告）抜粋】

現金へのアクセスを確保する施策と並び、現金を補完する
ものとしてCBDCの導入も検討されている。

【金融機関への施策】

・現金アクセスに関する調
査、サービスの確保を義
務化 (2024 英国)

・現金の預入・引出サー
ビスの維持を義務化
(2026 スウェーデン)

・既存の地域支店網縮
小を留保することで合意 
(2025 豪州)

【家庭への施策】

・中銀が各家庭に対し、
一定額の現金を常備す
るよう提言
(2026 スウェーデン)

【現金の補完策】

・リテール型CBDC
「デジタルユーロ」の導入
を検討
 (発行は2029予定 ユーロ圏)

【小売店等への施策】

・食料・燃料を扱う小売店
等に対し、現金使用の確
保を義務化 (2026 豪州)

・対面取引での決済におい
て、現金受入れの義務の明
記を検討 (2026 ユーロ圏)
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（参考）リテール決済機能の維持のための施策（海外の事例）

スウェーデンの通貨流通高
（銀行券＋硬貨）の推移

• Swish等のモバイル決済が急速に普及し、決済の利便性が向上する一方、現金利用
は大幅に減少。現金を受け入れない店舗・飲食店等が増加したことで、デジタル技術を
利用できない人々が支払いから排除される可能性が問題視された。

• 2026年、決済サービス法を改正し、一定規模の金融機関に対し、現金の預入・引出
サービスの維持を義務付け。違反した場合には罰金等が課される。

• 一時的な危機、混乱が起きた場合に備え、１週間分の生活必需品を購入できる目
安として、成人１人あたり1,000クローナ程度の現金を家庭内で備えておくよう中央銀
行が提言。

スウェーデン

英国

• キャッシュレス決済の普及、現金流通の減少から、国内のATM数が2018～2023年
で25%、銀行・住宅金融組合の支店数が2012～2022年で40%減少。

 

• 2019年のレポートでは、調査対象の47%がキャッシュレス社会において大きな課題を
抱え、17%がキャッシュレス社会に対応できないとの調査結果が報告された。

• 指定銀行等に、支店・ATMの閉鎖・転換時の地域への影響評価、重大な影響がある
場合の代替サービス提供、代替サービス整備までの既存施設維持を義務付ける規制
を導入。

英国の銀行支店数の推移

出典：House of Lords Library “Closure of bank branches: Impact on 
rural communities”

出典：Sveriges Riksbank公式統計より事務局作成

Statistics on banknotes and coins | Sveriges Riksbank

（10億SEK）

出典：House of Commons Library “Statistics on access to cash, bank branches and ATMs”

出典：FCA Policy Statement “Access to Cash”

出典：“ACCESS TO CASH REVIEW 2019 Final Report”

出典：Sveriges Riksbank “New recommendation for public payment preparedness”

出典：Sveriges Riksbank “Payments Report 2019”

出典：Sveriges Riksbank “Obligation for major banks to provide certain cash services”

https://www.riksbank.se/en-gb/statistics/statistics-on-banknotes-and-coins/
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（参考）リテール決済機能の維持のための施策（海外の事例）

• ECB（欧州中央銀行）は、2026年中の規則案成立を条件に、2027年半ばにパイ
ロット実験を開始し、2029年中にデジタルユーロを発行することを目指すと発表。規則
案では、法定通貨としてデジタルユーロの受入義務を課す方針で検討されている。

• 上記の規則案とあわせて、小売店やサービス事業者が、対面取引で現金受取を拒否
することを原則禁止する規則案が審議中。同規則案では、ユーロ圏各国に対し、市民
が確実に現金にアクセスできる環境を維持することを義務付ける方針。

ユーロ圏

オーストラリア

• 2017年以降、オーストラリアの地域部では銀行支店の36%が閉鎖。2025年２月、
政府は大手４銀行との間で、少なくとも２年半の間、地域部の支店網の削減を留保
することに合意。

• 2023年には国内の現金流通を担う２大事業者が統合。RBA（オーストラリア中
銀）は、現金流通の減少が流通事業者に財政的な負担を強いていると分析。
2026年、現金流通サービスを規制する法律が施行。RBAが現金流通に関わる重要
事業者を指定し、サービス・現金アクセスの確保・維持に関する契約の枠組みを設けた。

• 2026年より、スーパーマーケット、燃料販売事業者に対し、現金で支払える環境の確
保を義務付け。

―― ECBが発行するデジタル形態の現金として、デジタルユーロはレジリエンスと包摂

性の鍵である現物の現金を補完するだろう。デジタルユーロは、たとえ大きな混乱
があっても、全てのヨーロッパ人が無料かつ普遍的に受け入れられるデジタル決済
手段でいつでも支払いができることを保証する。

Piero Cipollone: The digital euro - ensuring resilience and inclusion in digital payments

オーストラリアの決済に占める現金の割合
（左：回数ベース、右：金額ベース）

出典：RBA “Cash Use in Australia”

出典：ECB チポローネ理事演説（2025年９月）より仮訳

Government introduces legislation to regulate cash distribution 
services | Treasury Ministers

出典：RBA “Cash Distribution Framework Bill 2026”

出典：“Competition and Consumer (Industry Codes - Cash Acceptance) Regulations 2025”

出典：The Treasury “Securing regional banking services”

Cash Use in Australia: What the 2025 Consumer Payments Survey Tells Us | Bulletin – April 2026 | RBA

Securing regional banking services | Treasury Ministers

https://www.bis.org/review/r250911h.htm
https://www.bis.org/review/r250911h.htm
https://www.bis.org/review/r250911h.htm
https://ministers.treasury.gov.au/ministers/daniel-mulino-2025/media-releases/government-introduces-legislation-regulate-cash
https://ministers.treasury.gov.au/ministers/daniel-mulino-2025/media-releases/government-introduces-legislation-regulate-cash
https://www.rba.gov.au/publications/bulletin/2026/apr/cash-use-in-australia-what-the-2025-consumer-payments-survey-tells-us.html
https://www.rba.gov.au/publications/bulletin/2026/apr/cash-use-in-australia-what-the-2025-consumer-payments-survey-tells-us.html
https://www.rba.gov.au/publications/bulletin/2026/apr/cash-use-in-australia-what-the-2025-consumer-payments-survey-tells-us.html
https://ministers.treasury.gov.au/ministers/stephen-jones-2022/media-releases/securing-regional-banking-services
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CBDCは、新たなサービス提供やイノベーション促進の基盤として機能するほか、補完的に支払い手
段を提供することで決済にかかる健全な競争環境を維持することに貢献しうる。

加えて、行政等の事務効率化やDX推進、社会全体の決済にかかるコストの削減などの効果も期待
される。

Ⅱ．デジタル社会にふさわしい決済システムの構築

ユーザー

日本銀行（CBDC発行主体）

仲介業務 仲介業務

追加サービス

民間
事業者

追加サービス

仲介機関仲介機関仲介機関

民間事業者
(アウトソース)

仲介業務

CBDCの利便性を向上させるサービス

基礎的な決済手段を提供する業務
✓CBDCの発行・還収
✓取引の開始・廃止
✓顧客管理、台帳管理
✓インターフェース（アプリ等）の提供
✓払出・移転・受入依頼への対応

追加サービスを
使わない基礎的
決済機能のみの
CBDCも存在

【進捗報告 抜粋】

出典：「CBDCに関する関係府省庁・日本銀行連絡会議幹事会」第７回事務局説明資料より抜粋
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考えられる追加サービスの例

考えられる追加サービスの例

CBDCの利用・管理の利便性を
高めるサービス

CBDCによる決済に情報伝達
機能を付すサービス

CBDC取引で取得した情報を、
同意を基にビジネスに利活用する
サービス

CBDCによる決済を高度化する
サービス

出典：BIS “Advancing in tandem - results of the 2024 BIS survey on 
central bank digital currencies and crypto”（BIS Papers No. 159, 2025）

行政等の事務の効率化

➢ 国際決済銀行（BIS）が2024年に各国の中央銀
行を対象として行った調査では、多くの国が、CBDC
のユースケースとして、政府からの支払い/政府への支
払いを挙げている。

Q. リテールCBDCについて、どのようなユースケースを想定し
ているか？（複数回答可）

・個人間送金 81%
・対面店舗決済（POS決済）79%
・政府からの支払い 79%
・政府への支払い 76%
・…… Advancing in tandem - results of the 2024 BIS survey 

on central bank digital currencies and crypto

※「CBDCに関する関係府省庁・日本銀行連絡会議 中間整理」に基づく。

https://www.bis.org/publications/paper-159-advancing-tandem-results-2024-bis-survey-central-bank-digital-currencies-and-crypto.pdf
https://www.bis.org/publications/paper-159-advancing-tandem-results-2024-bis-survey-central-bank-digital-currencies-and-crypto.pdf
https://www.bis.org/publications/paper-159-advancing-tandem-results-2024-bis-survey-central-bank-digital-currencies-and-crypto.pdf
https://www.bis.org/publications/paper-159-advancing-tandem-results-2024-bis-survey-central-bank-digital-currencies-and-crypto.pdf
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（参考）日本銀行のAPIサンドボックス・プロジェクトにおいて開発・提案された追加サービス

➢ 日本銀行は、CBDCに関するパイロット実験の一環として、CBDCの機能拡張性に関する研究と追
加サービス・ユースケースの検討のために、実験用システムとは別にクラウド上に共同での実験環境
（日銀基盤領域）を用意し、有志メンバーで追加的なAPIの構築等を行ってきた。

➢ 有志メンバーが開発・実装した追加サービス等の成果として、プログラマブルな機能の実装等の様々
な観点からCBDCの利便性を向上させる機能の紹介や追加サービス・ユースケースが提案された。

出典：日本銀行「中央銀行デジタル通貨に関する実証実験『パイロット実験』の進捗報告書（2026年６月）」より抜粋

プログラマブルな機能の実装
API連携によるコンポーザビリティの実現

① 特定条件下での送金有効化機能、用途制限機能

② データ利活用

 ーAPI上に記録されたトランザクションデータを集計し、資金使途等

に関するデータを一括取得することができる決済データ自動集計機

能を実装。

③ リテール証券決済における元利払いの自動決済、納税事
務の自動化

④ 利用地域限定機能、年齢制限付き支払い機能

⑤ ロック機能を活用した資金の仮押さえ
 ー例えば、レストランの予約時に資金を仮押さえして、サービス提供

後（条件確認後）に自動で決済される仕組み。ECサイトや電車

賃、ガソリンスタンドでの支払い等、様々なシーンでの応用を展望。

店舗決済における利便性の向上

① 生体認証による「手ぶら」決済
 ー顔認証技術を利用することにより、デバイスレス、操作レスによる

決済が可能となり、誰でも手ぶらでCBDCを利用できる環境の実現
可能性が示された。

② マイナンバーカードを利用した「誰でも」決済

新たなテクノロジーの活用

① API基盤領域とDLT基盤との接続

② DLT基盤のブリッジ機能を利用した相互運用性
ーCBDCを裏付けに発行されたCBDCトークンを、DLT基盤上のブ
リッジ機能を使用して、JGBトークンやPBM（Purpose Bound 
Money）へとシームレスに交換する仕組みを実装。

③ CBDC backed stablecoinによるDeFi活用の検討

④ 実物資産の権利移転を伴う「3Way DVP」の実装
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安定性
安全性

利便性
革新性

イノベーション

（参考）ユーロ圏における規制のイメージ

ユーザー

デジタルユーロ
プラットフォーム

追加サービス
(Additional digital 

euro services)

基本サービス
(Basic digital 
euro services)

CBDCの利便性を
向上させるサービス

基礎的な決済手段
としてのサービス

デジタル・ユーロの基本的な
法的枠組み（EU規則）

Article 5 Applicable law 
(2) Within the framework of this Regulation, the digital euro shall also be governed by the detailed 
measures, rules and standards that may be adopted by the European Central Bank pursuant to its 
own competences. Where these detailed measures, rules and standards have an impact on the protection of 
individuals’ rights and freedom with regard to the processing of personal data, the European Central Bank 
shall consult the European Data Protection Supervisor prior to their adoption.

“Digital Euro Scheme Rulebook”
・PSP間の共通基盤を作るための必須要件

・利用者体験を向上させる推奨要件

ECBが規則案の範囲内で
詳細な措置、規則、標準を採択

業界や利用者との協議を経て
ECBがルールブックを策定

民間の創意工夫によるサービス展開

一部の追加サービスを提供する場合も
ECBのルール形成の対象となり得る

※ ECB及び欧州委員会公表資料に基づき事務局作成。

Proposal for a REGULATION OF THE EUROPEAN PARLIAMENT AND OF THE COUNCIL on the establishment of 
the digital euro

規則案（欧州委員会提案）
前文（30）
 To enable a wide usage of the digital euro and keep pace with innovation in digital payments, digital euro 
payment services should include basic and additional digital euro payment services. Basic digital euro 
payment services are payment, account or support services that are considered essential for the use of the digital 
euro by natural persons. This includes inter alia the provision of at least one payment instrument to natural 
persons. Only account servicing payment service providers under Directive 2015/2366 should provide the entire 
set of basic digital euro services. In addition to these basic digital euro payment services, account servicing 
payment service providers and other payment service providers under Directive 2015/2366 may develop and 
provide additional digital euro payment services. Additional digital euro payment services include for instance 
conditional digital euro payment transactions like pay per-use or payment initiation services. The digital euro 
infrastructure should facilitate the deployment of such optional services.

Article 24 Conditional digital euro payment transactions
(1) To ensure that payment service providers and digital euro users can use conditional digital euro payment 
transactions, the European Central Bank may:
   (a) adopt detailed measures, rules and standards in accordance with Article 5(2) that payment 

service providers can use to ensure interoperable conditional digital euro payment transactions; 
   (b) provide the functionalities in the digital euro settlement infrastructure necessary for the execution of 

conditional digital euro payment transactions, including for the reservation of funds. 

Digital euro scheme rulebook v0.91
3 Functional requirements
3.2 User journeys and minimum User experience (UX) requirements
Minimum UX requirements are considered mandatory for scheme participants. Optional UX 
requirements are suggestions to further enhance the UX and are marked as [optional].

規則案（欧州委員会提案）
ANNEX I  Digital euro payment services 
 Digital euro payment services consist in: 

(a) enabling digital euro users to access and use the digital euro, without prejudice to 
possible limitations set by the European Central Bank in accordance with Article 16; 
(b) enabling digital euro users to initiate and receive digital euro payment transactions 
and providing digital euro users with digital euro payment instruments; 
(c) managing digital euro users’ digital euro payment accounts; 
(d) conducting funding and defunding operations in accordance with Article 13; and 
(e) providing additional digital euro payment services on top of basic digital euro 
payment services pursuant to Annex II. 

https://eur-lex.europa.eu/resource.html?uri=cellar:6f2f669f-1686-11ee-806b-01aa75ed71a1.0001.02/DOC_1&format=PDF
https://eur-lex.europa.eu/resource.html?uri=cellar:6f2f669f-1686-11ee-806b-01aa75ed71a1.0001.02/DOC_1&format=PDF
https://www.ecb.europa.eu/euro/digital_euro/timeline/profuse/shared/pdf/ecb.derdgpr260702_Digital_euro_scheme_rulebook_v0.91.en.pdf?c396e4c5d218341b1bd1d7eae1acda8a
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我が国においては、現金や民間キャッシュレス決済手段のプレゼンスが高く、決済の自律性などに関す
る懸念に現時点で直面していない。

もっとも、決済システムが高度化する中でこれが変化する可能性があり、CBDC導入を通じて「円」の
安定性・利便性を不断に高めていくことが、将来にわたる決済の自律性やレジリエンスの堅持につながる
と考えられる。

Ⅲ．決済の自律性とレジリエンスの堅持

【進捗報告 抜粋】

Central Bank Digital Currency: Further Navigating Challenges 
and Risks; IMF Policy Paper No. 25/041; November 2025

58. rCBDC can offer a backup payment option and fill critical infrastructure gaps. 
It provides an additional digital rail that can keep transactions flowing when private platforms fail, 
and in extreme cases could rebuild wholesale settlement or even deliver retail payments directly when banks and payment service providers are offline. 
A direct, unintermediated rCBDC model should remain a last resort, but could offer a contingency for maintaining basic monetary functions when 
conventional payment infrastructure collapses. 

―― リテールCBDCは、バックアップとなる支払い手段の
選択肢を提供し、重要なインフラの空白域を埋める可
能性がある。民間の決済プラットフォームが利用できなく
なった場合でも、取引を継続するための追加的なデジタ
ル決済の経路を提供できるほか、銀行や決済事業者が
機能停止した極限的な状況では、中央銀行が決済機
能を直接支えることも考えられる。こうした直接型リテー
ルCBDCは非常時の最後の手段として想定されるが、
決済インフラが深刻な損傷を受けた場合においても、
通貨・決済の基本機能を維持するための備えとなり得
る。

出典：IMF “Central Bank Digital Currency: Further Navigating Challenges 
and Risks”（IMF Policy Paper No. 25/041; November 2025）より仮訳

決済システムのバックアップ機能欧州の店舗決済市場

※灰色はEU非加盟国

※EU加盟国のうち、ユーロを利用していないのは、チェコ、デンマーク、ハンガリー、ポーランド、ルーマニア、スウェーデンの６か国

PA EU Key Players 2025.pdf

出典：Deloitte “Key Players in the EU Payments Landscape (2025 Edition)”より
事務局作成

：EU加盟国のうち、店舗決済の
マーケットリーダーがEU域外企業の国

https://www.imf.org/-/media/files/publications/pp/2025/english/ppea2025041.pdf
https://www.imf.org/-/media/files/publications/pp/2025/english/ppea2025041.pdf
https://www.deloitte.com/content/dam/assets-zone2/lu/en/docs/industries/banking/PA%20EU%20Key%20Players%202025.pdf
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× × × × ○ × × × ○ × × ○ ○ × × ○ × × ○ ○

店
舗
支
払
い

× ○ × × × × ○ ○ × × × × × × × × × × × ×

国際的・
非欧州企業

欧州企業○×

※店舗支払いにおける「×」（太字）は、国内カードスキーム（クレジットカード、デビットカード、プリペイドカード）が存在しないことを表す。

ユーロ圏における決済の自律性

➢ ユーロ圏では、各国において、非欧州企業が個人間送金及び店舗での支払いのシェアの多くを占め、
既に決済を域外のシステムに依存しており、この点を課題と認識している。

➢ これに対して、ECBを中心に「戦略的自律性（strategic autonomy）」を掲げて決済の自律性
を確保するための施策を講じており、その一環としてデジタルユーロの検討を進めている。

ユーロ圏各国のリテール決済における主要企業（マーケットリーダー）

出典：ECB “Preparation phase of a digital euro - Closing report”（2025年10月）、ECB “Report on card schemes and processors”（2025年２月）より事務局作成
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決済の「戦略的自律性」にかかるECB幹部の発言
Empowering Europe: boosting strategic autonomy through the digital euro
（2025/4/8）
There are many compelling arguments in favour of introducing a digital euro, and in 
my view they all converge on one fundamental principle: strengthening Europe’s 
strategic autonomy.
And the growing popularity of digital wallets like PayPal or Apple Pay is exposing 
European banks to further outflows of fees and data.

Most recently, the measures taken by the new US Administration to promote crypto-
assets and US dollar-backed stablecoins raise concerns for Europe’s financial stability 
and strategic autonomy. 

The urgency of preserving our autonomy in defence and energy is already extremely 
clear. But ensuring autonomy for essential services like daily payments is just as 
urgent. Without it, we are vulnerable to geopolitical threats and risk losing our 
monetary sovereignty.

The digital euro: strengthening Europe’s payments ecosystem（2026/2/6）
https://www.ecb.europa.eu/press/key/date/2026/html/ecb.sp260206~dd5354fe95.
en.html
As European citizens, we want to avoid a situation where Europe is overly dependent 
on payment systems that are not in our hands. 
Payment systems have become part of Europe’s critical infrastructure, alongside 
energy, transport and telecommunications. The resilience and security of this 
infrastructure directly affects our economic stability and strategic autonomy. 

A digital euro, built on European infrastructure, would allow Europe to regain 
ownership of the rails on which its payment system runs and thereby strengthen 
our autonomy.

Opening speech by Christine Lagarde, President of the ECB, at the ECB conference on 
“Money in transition: digitalisation and innovation in payments”（2026/6/15、ECB）
https://www.ecb.europa.eu/press/key/date/2026/html/ecb.sp260615~35e6c6c4de.
en.html
 The only public money we can hold today is cash, our ultimate claim on the central 
bank, and our connection to it. The Eurosystem is committed to preserving cash, 
with a new series of euro banknotes on the way. But as more of daily life moves 
online, Europeans risk losing that connection altogether. The digital euro carries it 
forward, a euro issued by the ECB and available to all.
 The digital euro does more than preserve what we have. It is also a chance to end a 
dependence we have lived with for too long. Europe has no pan-European card 
scheme of its own, and most of what people tap and swipe runs on networks we do 
not own. International schemes account for more than 60% of card payments, and 
13 out of 21 euro area countries have no national card scheme.
 European schemes have never reached pan-European scale because they are 
caught in a vicious circle: no merchant adopts what few customers use, and no 
customer uses what few merchants accept.

・ デジタルユーロは、現状を維持するだけに留まらない。私たちが長年にわたり抱えてきた依存から脱却する機会でも

ある。

・ 欧州には独自の汎欧州的なカードスキームが存在せず、人々がタッチ決済やカード決済で利用する仕組みの大半

は、欧州が保有していないネットワーク上で運営されている。国際的なカードスキームはカード決済の60％超を占め

ており、ユーロ圏21か国のうち13か国には国内カードスキームが存在しない。（ラガルド総裁）

・ 欧州市民として、私たちは、欧州が自らの管理下にない決済システムに過度に依存する状況を避けたいと考えて

いる。決済システムは、エネルギー、運輸及び電気通信と並び、欧州の重要インフラの一部となっている。このインフラ

のレジリエンス及びセキュリティは、私たちの経済的安定及び戦略的自律性に直接影響する。

・ 欧州のインフラ上に構築されるデジタルユーロは、欧州がその決済システムを支える基盤に対する支配権を取り戻

し、それによって自律性を強化することを可能にする。（チポローネ理事）

・ デジタルユーロ導入を支持する説得力のある論拠は数多く存在するが、私の考えでは、それらはすべて一つの基本

原則、すなわち欧州の戦略的自律性の強化(strengthening Europe’s strategic autonomy)に収斂する。

・ 防衛やエネルギー分野における自律性の維持の緊急性は、既に極めて明白である。しかし、日常的な支払いのよ

うな不可欠なサービスにおける自律性の確保も同様に急務である。それがなければ、欧州は地政学的な脅威に対し

て脆弱となり、通貨主権を失うおそれがある。（チポローネ理事）

出典：ECB “Empowering Europe: boosting strategic autonomy through the digital euro”（2025年４月）、“The digital euro: strengthening Europe’s payments 
ecosystem”（2026年２月）、“Money in transition: digitalisation and innovation in payments”（2026年６月）より仮訳

https://www.ecb.europa.eu/press/key/date/2025/html/ecb.sp250408~40820747ef.en.html
https://www.ecb.europa.eu/press/key/date/2025/html/ecb.sp250408~40820747ef.en.html
https://www.ecb.europa.eu/press/key/date/2025/html/ecb.sp250408~40820747ef.en.html
https://www.ecb.europa.eu/press/key/date/2025/html/ecb.sp250408~40820747ef.en.html
https://www.ecb.europa.eu/press/key/date/2025/html/ecb.sp250408~40820747ef.en.html
https://www.ecb.europa.eu/press/key/date/2025/html/ecb.sp250408~40820747ef.en.html
https://www.ecb.europa.eu/press/key/date/2025/html/ecb.sp250408~40820747ef.en.html
https://www.ecb.europa.eu/press/key/date/2025/html/ecb.sp250408~40820747ef.en.html
https://www.ecb.europa.eu/press/key/date/2025/html/ecb.sp250408~40820747ef.en.html
https://www.ecb.europa.eu/press/key/date/2025/html/ecb.sp250408~40820747ef.en.html
https://www.ecb.europa.eu/press/key/date/2026/html/ecb.sp260206~dd5354fe95.en.html
https://www.ecb.europa.eu/press/key/date/2026/html/ecb.sp260206~dd5354fe95.en.html
https://www.ecb.europa.eu/press/key/date/2026/html/ecb.sp260206~dd5354fe95.en.html
https://www.ecb.europa.eu/press/key/date/2026/html/ecb.sp260206~dd5354fe95.en.html
https://www.ecb.europa.eu/press/key/date/2026/html/ecb.sp260206~dd5354fe95.en.html
https://www.ecb.europa.eu/press/key/date/2026/html/ecb.sp260206~dd5354fe95.en.html
https://www.ecb.europa.eu/press/key/date/2026/html/ecb.sp260206~dd5354fe95.en.html
https://www.ecb.europa.eu/press/key/date/2026/html/ecb.sp260206~dd5354fe95.en.html
https://www.ecb.europa.eu/press/key/date/2026/html/ecb.sp260206~dd5354fe95.en.html
https://www.ecb.europa.eu/press/key/date/2026/html/ecb.sp260206~dd5354fe95.en.html
https://www.ecb.europa.eu/press/key/date/2026/html/ecb.sp260206~dd5354fe95.en.html
https://www.ecb.europa.eu/press/key/date/2026/html/ecb.sp260206~dd5354fe95.en.html
https://www.ecb.europa.eu/press/key/date/2026/html/ecb.sp260206~dd5354fe95.en.html
https://www.ecb.europa.eu/press/key/date/2026/html/ecb.sp260206~dd5354fe95.en.html
https://www.ecb.europa.eu/press/key/date/2026/html/ecb.sp260206~dd5354fe95.en.html
https://www.ecb.europa.eu/press/key/date/2026/html/ecb.sp260206~dd5354fe95.en.html
https://www.ecb.europa.eu/press/key/date/2026/html/ecb.sp260206~dd5354fe95.en.html
https://www.ecb.europa.eu/press/key/date/2026/html/ecb.sp260206~dd5354fe95.en.html
https://www.ecb.europa.eu/press/key/date/2026/html/ecb.sp260206~dd5354fe95.en.html
https://www.ecb.europa.eu/press/key/date/2026/html/ecb.sp260206~dd5354fe95.en.html
https://www.ecb.europa.eu/press/key/date/2026/html/ecb.sp260206~dd5354fe95.en.html
https://www.ecb.europa.eu/press/key/date/2026/html/ecb.sp260206~dd5354fe95.en.html
https://www.ecb.europa.eu/press/key/date/2026/html/ecb.sp260615~35e6c6c4de.en.html
https://www.ecb.europa.eu/press/key/date/2026/html/ecb.sp260615~35e6c6c4de.en.html
https://www.ecb.europa.eu/press/key/date/2026/html/ecb.sp260615~35e6c6c4de.en.html
https://www.ecb.europa.eu/press/key/date/2026/html/ecb.sp260615~35e6c6c4de.en.html
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https://www.ecb.europa.eu/press/key/date/2026/html/ecb.sp260615~35e6c6c4de.en.html
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CBDCが民間デジタルマネーの橋渡し役を果たすことで、相互運用性や交換容易性を高める可能性
がある。将来的に多様な民間マネーが生まれ得るなかでも、これらが中銀マネーと日常的に交換される
ことでCBDCが信頼のアンカーとして機能し、「マネーの一様性」の担保にもつながるのではないか。

Ⅳ．民間マネーの相互運用性向上と信頼のアンカー機能の発揮

―― 現金や中央銀行当座預金といった中央銀行マネーについては、金融仲介という
極めて重要な機能を担う銀行預金を含め、多様な民間マネーが共存する中で、
中心的な役割を果たしていくことが期待されます。中央銀行マネーという、価値の
尺度を体現するマネーが存在し、それが他のマネーと摩擦なく交換されることに
よって、「マネーの一様性」、つまり、どのマネーであっても「１円は１円」であると
いう状況を確保することが可能になります。

出典：日本銀行 黒田総裁挨拶（2023年３月）より抜粋

Andrew Bailey: New prospects for money

【挨拶】黒田総裁「決済の進化：『シン個人』のため
の決済システム」（FIN/SUM（フィンサム）
2023） : 日本銀行 Bank of Japan

―― まず、経済の基盤となり、国民が信頼を寄せることができる「安全な通貨」の２つ
の重要な基盤について説明します。これらは難解に聞こえるかもしれませんが、極
めて基本的なものです。

１つ目は「マネーの一様性」、２つ目は「決済のファイナリティ」と呼ばれます。これ
ら２つが相まって、私たちが当然のこととして受け止めていることが確実に成り立って
いるのです。１つ目は、銀行口座、紙幣、硬貨など、どこに資金を保有していても、
そのすべてが同じ価値を持つという保証があることです。つまり、私の銀行口座に
ある１ポンドは、あなたの口座にある１ポンドと等価です。言い換えれば、通貨は
額面通り交換可能であるということです。

出典：Bank of England ベイリー総裁講演（2023年７月）より仮訳

New prospects for money - speech by Andrew Bailey | Bank of England

【進捗報告 抜粋】

「マネーの一様性」というコンセプト

※上記のブランドロゴ及びブランド名は、各社の商標または登録商標。
出典：大阪・関西万博 公式Webサイト

大阪・関西万博の会場内で対応するキャッシュレス決済ブランドを発表-会場内にプ
リペイドカードへの現金チャージ機を設置- | EXPO 2025 大阪・関西万博公式
Webサイト

多様な民間ペイメント事業

https://www.bis.org/review/r230711h.pdf
https://www.boj.or.jp/about/press/koen_2023/ko230328a.htm
https://www.boj.or.jp/about/press/koen_2023/ko230328a.htm
https://www.boj.or.jp/about/press/koen_2023/ko230328a.htm
https://www.boj.or.jp/about/press/koen_2023/ko230328a.htm
https://www.boj.or.jp/about/press/koen_2023/ko230328a.htm
https://www.boj.or.jp/about/press/koen_2023/ko230328a.htm
https://www.boj.or.jp/about/press/koen_2023/ko230328a.htm
https://www.boj.or.jp/about/press/koen_2023/ko230328a.htm
https://www.boj.or.jp/about/press/koen_2023/ko230328a.htm
https://www.bankofengland.co.uk/speech/2023/july/andrew-bailey-speech-at-the-financial-and-professional-services-dinner
https://www.bankofengland.co.uk/speech/2023/july/andrew-bailey-speech-at-the-financial-and-professional-services-dinner
https://www.bankofengland.co.uk/speech/2023/july/andrew-bailey-speech-at-the-financial-and-professional-services-dinner
https://www.expo2025.or.jp/news/news-20250214-02/
https://www.expo2025.or.jp/news/news-20250214-02/
https://www.expo2025.or.jp/news/news-20250214-02/
https://www.expo2025.or.jp/news/news-20250214-02/
https://www.expo2025.or.jp/news/news-20250214-02/
https://www.expo2025.or.jp/news/news-20250214-02/
https://www.expo2025.or.jp/news/news-20250214-02/
https://www.expo2025.or.jp/news/news-20250214-02/
https://www.expo2025.or.jp/news/news-20250214-02/
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CBDCの利用イメージ（これまでの議論の紹介）

具体的な利用イメージ ・既に民間マネーを利用している個人・店舗

仲介機関Xが
提供するアプリ

仲介機関Yが
提供するアプリ

民間マネーの二次元コード

CBDCの送金(①②共通)

CBDCと意識せずに送金

（①のみ）民間マネーXから自動チャージ （①のみ）民間マネーYへ自動チャージ

民間マネーとの関係性

個人 個人/店舗

○○Pay

個人 個人/店舗

△△Pay

既に民間マネーがカバーしている領域で、同一マネー間や異なる民
間マネー間の送金に活用

CBDC

①各決済手段間の送金の橋渡し
送金元で民間マネーからCBDCに変換したうえで、CBDCとして送金し、
送金先でCBDCから民間マネーに再変換される形式

②各決済手段のアプリからCBDCとして支払い
CBDCに変換するのではなく、各種決済手段のアプリなどのサービスや見た
目はそのままに、各システムの中で各種決済手段のマネーに代替する形で、
CBDCが利用される形式

⚫ CBDCシステムを経由することにより、民間マネー間の相互運用
性が向上するほか、決済の即時性が供与される。またシステム
としての頑健性も高まる可能性もある

CBDC

システム

➢ これまでの幹事会における議論では、想定されるCBDCのユースケースの１つとして、既にキャッシュレ
ス決済手段が利用されている場面において、各決済手段間の送金の橋渡しとなることが考えられる
とされている。

出典：「CBDCに関する関係府省庁・日本銀行連絡会議幹事会」第６回事務局説明資料より抜粋
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利用者から見たCBDCの実際の利用イメージ

出典：「CBDCフォーラム WG6：他の決済手段との水平的共存」 第３回会合資料（野村総合研究所提出資料）より抜粋

➢ CBDCの利用方法は、民間デジタルマネーにチャージして使う、CBDCのまま使うことが想定される。
さらに、理論上はユーザーは「xxPay」としてCBDCを使うパターンもありえるとの指摘がある。

自身の保有CBDCを、
民間デジタルマネーに
チャージして使う

自身の保有CBDCを、
「CBDC」として使う

ユーザーはCBDCを保有するが、
見た目は「xxPay」残高

CBDC
（中央銀行の負債）

xxPay
（中央銀行の負債を民間ブランド名で流通）

CBDC
（中央銀行の負債）

A

B

C

xxPay
（民間業者が発行）

エンドユーザー（支払い元）のアプリなど 支払い先

xxPay
として受け取り

CBDC
として受け取り



今後、制度設計の大枠の整理に向けた議論を進め、法制面や発行の可能性を検討する過程で改めて検討さ
れるものではあるが、現時点で考えられる我が国におけるCBDCの目的・意義としては、たとえば以下の①～④が考
えられる。

① 支払い手段に関するユニバーサルアクセスの維持
我が国では現金の使用率が高く、民間の提供するキャッシュレス決済手段も広く普及している。当面、こうした状

況が大きく変わる可能性は高くないと考えられるほか、政府・日本銀行は、現金に対する需要がある限り、責任を
持って、その供給を継続していく方針を示している。こうしたもとで、仮に将来的に現金が使われにくくなる事態が生
じ、一方で民間マネーが現金の持つ機能を十分に代替できない場合には、現金や民間マネーと並ぶ決済手段とし
て、いつでもどこでも安心して利用できるCBDCを導入することは、有力な選択肢の一つとなる。

② デジタル社会にふさわしい決済システムの構築
CBDCは、新たなサービス提供やイノベーション促進の基盤として機能するほか、補完的に支払い手段を提供す

ることで決済にかかる健全な競争環境を維持することに貢献しうる。加えて、行政等の事務効率化やDX推進、社
会全体の決済にかかるコストの削減などの効果も期待される。

③ 決済の自律性とレジリエンスの堅持
我が国においては、現金や国内事業者が提供する民間キャッシュレス決済手段のプレゼンスが高く、決済の自律

性などに関する懸念に現時点で直面していない。もっとも、決済システムが高度化する中でこれが変化する可能性
があり、CBDC導入を通じて「円」の安定性・利便性を不断に高めていくことが、将来にわたる決済の自律性やレジ
リエンスの堅持につながると考えられる。

④ 民間マネーの相互運用性向上と信頼のアンカー機能の発揮
CBDCが民間デジタルマネーの橋渡し役を果たすことで、相互運用性や交換容易性を高める可能性がある。将

来的に多様な民間マネーが生まれ得るなかでも、これらが中銀マネーと日常的に交換されることでCBDCが信頼の
アンカーとして機能し、「マネーの一様性」をより盤石にするのではないか。

【再掲】我が国における一般利用型CBDCの目的・意義の例（進捗報告抜粋）

16
出典：「CBDCに関する関係府省庁・日本銀行連絡会議 進捗報告」より抜粋
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CBDCに関する検討の基本的な考え方

リ
テ
ー
ル
決
済
の
機
能
（
安
全
性
・
利
便
性
）

時間

CBDCで実現し得る状況

現在

対策を講じないと
起こり得る状況

②生じ得る課題に対する
緩和策や解決策

①決済の高度化への貢献

将来の備えとして
引き続き着実に検討

支払い手段への
アクセシビリティの低下

（ATM台数の減少など）

現金インフラの
維持コストの増加

民間ペイメント事業間の
相互運用性の改善

追加サービスによる
決済の利便性向上

デジタル決済の
環境変化



参考資料
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各国の通貨流通高（対GDP比）の推移

出典：BIS “Retail payments, currency and related indicators”
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現金供給ネットワーク維持にかかる社会コストの試算

出典：経済産業省「キャッシュレス決済の中小店舗への更なる普及促進に向けた環境整備検討会」 2021年度第３回 事務局説明資料

2021_003_03_00.pdf

https://warp.ndl.go.jp/web/20241004142945/https:/www.meti.go.jp/shingikai/mono_info_service/cashless_payment/pdf/2021_003_03_00.pdf
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出典：全国銀行業協会「決済統計年報」より事務局作成

（台）

杉山 敏啓 (TOSHIHIRO SUGIYAMA) - 研究ブログ - researchmap

https://researchmap.jp/blogs/blog_entries/view/626344/748d415c52b1233004313f1d8d456b0d?frame_id=1871059
https://researchmap.jp/blogs/blog_entries/view/626344/748d415c52b1233004313f1d8d456b0d?frame_id=1871059
https://researchmap.jp/blogs/blog_entries/view/626344/748d415c52b1233004313f1d8d456b0d?frame_id=1871059
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https://researchmap.jp/blogs/blog_entries/view/626344/748d415c52b1233004313f1d8d456b0d?frame_id=1871059
https://researchmap.jp/blogs/blog_entries/view/626344/748d415c52b1233004313f1d8d456b0d?frame_id=1871059
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各国のPOS決済における現金決済比率の変遷
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キャッシュレス決済額及び比率の推移

（注１）決済比率（国際比較指標）の算出に用いる民間最終消費支出には、持ち家の帰属家賃等が含まれる。
（注２）決済比率（国内指標）は、家計最終消費支出から持ち家の帰属家賃を除いて算出している。
出典：経済産業省HP「2025年のキャッシュレス決済比率を算出しました」

2025年のキャッシュレス決済比率を算出しました（METI/経済産業省）

https://www.meti.go.jp/press/2025/03/20260331006/20260331006.html
https://www.meti.go.jp/press/2025/03/20260331006/20260331006.html
https://www.meti.go.jp/press/2025/03/20260331006/20260331006.html
https://www.meti.go.jp/press/2025/03/20260331006/20260331006.html
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日本国内の店舗決済で利用されている支払い手段

【店舗（POS）での決済で利用される決済手段】

出典：Statista (2024) “Market share of cash, credit cards, and other payment methods at point of sale 

(POS) in Japan from 2017 to 2023, with a forecast for 2027.” （分母：非公開、複数回答）に基づきNTTデー
タ経営研究所にて作成

【日本国内でのカードブランド別市場シェアの推移（2016年～2021年）】

出典：Statista (2024) “Market share of payment card brands - Visa, Mastercard, American Express, or in-
market local card schemes - in Japan from 2016 to 2022.” （分母：非公開）に基づきNTTデータ経営研究所にて作成

【日本で利用されている主な電子マネーの利用割合】

※ 質問「決済カードや決済アプリの中で、あなたが利用しているものを全てお答えください」の回答結果から、電子マネー及びQRコード決済に該当する選択肢にかかる回答割合を抜粋

出典：インフキュリオン 「決済動向2026年調査」（n=20,000、複数回答）より事務局作成

【日本で利用されている主なQRコード決済（スマホ決済）の利用割合】

名称 開発・運営元 割合

交通系ICカード
（Suica, PASMO等）

JR東日本等 36%

WAON イオンフィナンシャルサービス株式会社 21%

nanaco 株式会社セブン・カードサービス 14%

楽天Edy 楽天Edy株式会社 10%

iD 株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ 8%

QUICPay 株式会社ジェーシービー 6%

名称 開発・運営元 割合

PayPay PayPay株式会社 55%

楽天ペイ 楽天ペイメント株式会社 27%

d払い 株式会社NTTドコモ・フィナンシャルグループ 22%

au PAY auフィナンシャルサービス株式会社 14%

メルペイ 株式会社メルペイ 9%

FamiPay（ファミペイ） 株式会社ファミマデジタルワン 9%

AEON Pay イオンフィナンシャルサービス株式会社 6%

JCB

J-Debit

Visa

Master

AMEX
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